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 インターネット上で他者に対して誹謗中傷等を行ったり、
違法な書き込みや投稿を行った発信者の、住所や氏名、
電話番号等の開示を掲示板・ブログなどの運営者やプロ
バイダに請求できる制度 

 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信
者情報の開示に関する法律（以下「プロバイダ責任制限
法※１」という）4条に規定される 

 著作権等関係判決でいうと、近時発信者情報開示請求事
件の占める割合は増加傾向にある（裁判所ウェブサイト
では平成29年は38件中11件、平成30年は48件中12件、平
成31年・令和元年は60件中19件）。 ※２ 
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１ 発信者情報開示請求とは  

※１ 特定電気通信による情報の流通（掲示板、SNSの書き込み等）によって権利の侵害があった場合について、特定電気通信
役務提供者（プロバイダ）の損害賠償責任が免責される要件を明確化するとともに、プロバイダに対する発信者情報の開示を請
求する権利を定めた法律 
※２ 谷川和幸「発信者情報開示請求事件における著作権法解釈」NBL No.1172（2020.6.15） 
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１ 発信者情報開示請求とは  

（発信者情報の開示請求等） 
第４条 特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者は、次の各号のい
ずれにも該当するときに限り、当該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる特定電気
通信役務提供者（以下「開示関係役務提供者」という。）に対し、当該開示関係役務提供者が保有す
る当該権利の侵害に係る発信者情報（氏名、住所その他の侵害情報の発信者の特定に資する情報で
あって総務省令で定めるものをいう。以下同じ。）の開示を請求することができる。 
一 侵害情報の流通によって当該開示の請求をする者の権利が侵害されたことが明らかであるとき。 
二 当該発信者情報が当該開示の請求をする者の損害賠償請求権の行使のために必要である場合その
他発信者情報の開示を受けるべき正当な理由があるとき。 
２ 開示関係役務提供者は、前項の規定による開示の請求を受けたときは、当該開示の請求に係る侵
害情報の発信者と連絡することができない場合その他特別な事情がある場合を除き、開示するかどう
かについて当該発信者の意見を聴かなければならない。 
３ 第一項の規定により発信者情報の開示を受けた者は、当該発信者情報をみだりに用いて、不当に
当該発信者の名誉又は生活の平穏を害する行為をしてはならない。 
４ 開示関係役務提供者は、第一項の規定による開示の請求に応じないことにより当該開示の請求を
した者に生じた損害については、故意又は重大な過失がある場合でなければ、賠償の責めに任じない。
ただし、当該開示関係役務提供者が当該開示の請求に係る侵害情報の発信者である場合は、この限り
でない。 

プロバイダ責任制限法 抜粋 



 開示対象となる「発信者情報」については、プロバイダ責任制
限法4条1項の発信者を定める省令（平成14年総務省令第57号）
において定めている 
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１ 発信者情報開示請求とは  

1. 発信者その他侵害情報の送信に係る者の氏名又は名称 
2. 発信者その他侵害情報の送信に係る者の住所 
3. 発信者の電話番号※ 

4. 発信者の電子メールアドレス 
5. 侵害情報に係るＩＰアドレス 
6. 侵害情報に係る携帯電話端末等の利用者識別符号 
7. 侵害情報に係るＳＩＭカード識別番号 
8. タイムスタンプ（侵害情報が送信された年月日及び時刻） 

※ 令和2年8月31日の改正により、新たに開示対象に追加された。 
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１ 発信者情報開示請求とは  

https://www.soumu.go.jp/main_content/000670340.pdf 総務省 プロバイダ責任制限法について 法律の図解資料4条  

https://www.soumu.go.jp/main_content/000670340.pdf


 「開示関係役務提供者」には2種類のものが含まれている 
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１ 発信者情報開示請求とは  

発信者が投稿を行った電子掲示
板やブログのサービス提供者 

発信者が投稿を行う際に利用し
たインターネット回線提供者 

…「アメブロ」を運営するサイ
バーエージェント、「Yahoo!知恵
袋」を運営するヤフーなど 

…NTT東日本、NTTドコモ、ソフ
トバンクなど 

コンテンツプロバイダ アクセスプロバイダ 
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１ 発信者情報開示請求とは  

 開示請求実務の現状はどのようになっているか？ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000686000.pdf 総務省 発信者情報開示の在り方に関する研究会（第1回）配布資料 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000686000.pdf


 コンテンツプロバイダは掲示板やブログに書き込みをした
人物のアクセスログ（IPアドレスとタイムスタンプ）を一
定期間保存している。 

 アクセスログを特定した上で、アクセスプロバイダに対し
ては、「この時間にこのIPアドレスで接続していた者の住
所氏名を開示せよ」という請求を行う。当該請求はアクセ
スログと異なり、原則として本訴による必要がある。ログ
は一定期間（携帯キャリアは3か月程度、ISPは6か月～1年
程度）で削除されるため、当該開示請求権を本案として発
信者情報消去禁止の仮処分申し立てを行うことが考えられ
る。 
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１ 発信者情報開示請求とは  



 本件は、原告（Ａ、個人）が、自身の両脚を撮影した２枚
の写真について著作権及び著作者人格権を有するところ、氏
名不詳者により、インターネット上の電子掲示板に、当該２
枚の写真を複製した画像のアップロード先であるＵＲＬが無
断で投稿されたことにより、原告の著作権（複製権及び公衆
送信権）及び著作者人格権（同一性保持権）が侵害されたこ
とが明らかであると主張して、プロバイダ責任制限法４条１
項の開示関係役務提供者である被告（ソフトバンク株式会
社）に対し、同項に基づき、別紙発信者情報目録記載の各情
報の開示を求める事案である。 
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２ 事案の概要  
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２ 事案の概要  

別紙発信者情報目録 
 

 別紙投稿記事目録記載のアイ・ピー・アドレスを、同目録記載
の投稿日時に被告から割り当てられていた契約者に関する以下の
情報 
  ①氏名または名称 
  ②住所 
 
 

 別紙投稿記事目録 
   

  スレッドタイトル（省略） 
  投稿記事番号：６９０ 
  閲覧用ＵＲＬ（省略） 
  投稿日時 2018/03/22 23:54:56 
    アイ・ピー・アドレス 126.7.186.103 
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２ 事案の概要  

【著作権法 関連条文】 
第23条第1項 
著作者は、その著作物について、公衆送信（自動公衆送信の場合にあっては、送信可能化を含む。）を
行う権利を専有する。 
第2条第1項 
この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（略） 
7の2 公衆送信 公衆によって直接受信されることを目的として無線通信又は有線電気通信の送信（括
弧内略）を行うことをいう。 
9の4 自動公衆送信 公衆送信のうち、公衆からの求めに応じ自動的に行うもの（括弧内略）をいう。 
9の5 送信可能化 次のいずれかに掲げる行為により自動公衆送信し得るようにすることをいう。 

イ  公衆の用に供されている電気通信回線に接続している自動公衆送信装置（公衆の用に供する
電気通信回線に接続することにより、その記録媒体のうち自動公衆送信の用に供する部分（以
下この号において「公衆送信用記録媒体」という。）に記録され、又は当該装置に入力される
情報を自動公衆送信する機能を有する装置をいう。以下同じ。）の公衆送信用記録媒体に情報
を記録し、情報が記録された記録媒体を当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体として加
え、若しくは情報が記録された記録媒体を当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体に変換
し、又は当該自動公衆送信装置に情報を入力すること。 

ロ  その公衆送信用記録媒体に情報が記録され、又は当該自動公衆送信装置に情報が入力されて
いる自動公衆送信装置について、公衆の用に供されている電気通信回線への接続（括弧内略）
を行うこと。 

※ 第2条第1項 9の5 イには記録媒体型（記録・付加・変換）と入力型が定義され、ロには接続型が定義されており、各行為
はいずれも送信者側で完結するものであるとされる。奥邨弘司「受信可能化を公衆送信に直結させた事例」Law and Technology 
No.85（2019.10） 



（１）当事者 
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２ 事案の概要  

 原告は、「Ｂ」という芸名で活動する女性である。（甲
１、２、３の１、１０） 
 被告は、インターネット接続サービスの提供を含む電気
通信事業を営む株式会社であり、プロバイダ責任制限法４
条１項の開示関係役務提供者に当たる。（弁論の全趣旨） 

（２）原告による写真の撮影 

 原告は、平成３０年３月頃、別紙写真目録１及び２のと
おり、自身の両脚をスマートフォンにより写真撮影した
（以下、同目録１の写真を「本件写真１」と、同目録２の
写真を「本件写真２」といい、併せて「本件写真」という
ことがある。）。（甲８ないし１０） 



（３）本件画像の投稿 
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２ 事案の概要  

ア  別紙投稿画像目録記載の画像（以下「本件画像」とい 
う。）は、平成３０年３月２２日午後１１時５３分４１
秒に、「up@vpic（省略）」宛てにメール送信され、Ｕ
ＲＬ（ＵＲＬは省略）（以下「本件画像ＵＲＬ」とい
う。）上にアップロードされた（以下「本件画像アップ
ロード」という。）。※（甲３の１、５、１１ないし１
３）（同時に、本件画像ＵＲＬが、送信元のメールアド
レス宛に返信される。本判決第３の２（２）ア（ア）参
照） 

※原告側は、本件訴訟の提起前に、「たぬピク」の管理人を相手方として発信者情報開示の仮処分を申し立てたことがあり、当該管
理人から「たぬピク」の本件画像アップロードの日時などの開示を受けている。 
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２ 事案の概要  

 「たぬピク」のＵＲＬ  https://vpic.to/   

※ 

※本件では、パスワードによるアクセス制限機能は利用されていないが、たぬピクがアップロードされた個々の画像に割り当てるURLは、
1470万通りの中からランダムに選ばれるものであり、URLを知らない者には推測困難でアクセス不可能な状態（実質的にアクセス制限が施さ
れているのと同じ状態）にあるという指摘がある。奥邨弘司「受信可能化を公衆送信に直結させた事例」Law and Technology No.85
（2019.10） 
 

https://vpic.to/
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２ 事案の概要  

イ  本件画像ＵＲＬは、同日午後１１時５４分４６秒に、
被告の提供するインターネット接続サービスを利用して、
「Ｖ系初代たぬきの掲示板」のスレッドタイトル「（省
略）」（閲覧用ＵＲＬ：（ＵＲＬは省略））（以下「本
件掲示板」という。）に投稿された※１※２（以下「本件
投稿」という。）（甲３、５、６） 

※１ その頃、本件画像ＵＲＬは本件掲示板に保存された。 
「Ｖ系初代たぬきの掲示板」のＵＲＬ http://v.2ch2.net/visualtanuki/i/ 
 原告側は、本件訴訟の提起前に、「Ｖ系初代たぬきの掲示板」の管理人（「たぬピク」の管理人と同一人物）を相手方として発信
者情報開示の仮処分を申し立てたことがあり、当該管理人から「Ｖ系初代たぬきの掲示板」の本件画像ＵＲＬ投稿の日時やホスト
（ソフトバンクを使用）などの開示を受けている。 
※２ スマホでは、本件掲示板に表示された本件画像ＵＲＬは、本件画像として表示される（インラインリンク）。 
 パソコンでは、本件掲示板に表示された本件画像ＵＲＬは文字表示だが、これをクリックしても画像は表示されない。もっとも、
ユーザ側でパソコンをスマホバージョンに設定すればスマホと同様に本件画像として表示することが可能である。 
 本件掲示板に表示された本件画像ＵＲＬをクリックすると、「たぬピク」に保存された（判決で言えば「本件画像アップロード」
された）本件画像が表示される。 

http://v.2ch2.net/visualtanuki/i/
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２ 事案の概要  

  V系初代たぬきの掲示板 PCの画面         V系初代たぬきの掲示板 スマホの画面                     

※本件投稿はいずれもNo.690のもの。 



本件投稿による原告の権利侵害の明白性 

（１）本件写真の著作物性の有無（争点１） 

（２）公衆送信権・複製権侵害の成否（争点２） 

（３）同一性保持権侵害の成否（争点３） 
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３ 争点  
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３ 争点  （１）本件写真の著作物性の有無（争点１）   

原告の主張 被告の主張 

・・・原告は、本件写真１及び２の撮影に当
たり、被写体の選択や配置、シャッターチャ
ンスの捕捉、アングル、構図等に工夫を加え
て撮影しており、撮影者の思想・感情が創作
的に表現されているから、本件写真１及び２
は写真の著作物として著作物性が認められる。 

・・・本件写真は、人物の脚のみを被写体と
し、その構図も脚を中心に据えるという極め
てありふれたものである。カメラアングルに
ついても、撮影者が自らの脚全体を撮影する
際に一般的に用いられる、座って撮影すると
いうありふれた方法で撮影されたにすぎない。
その他撮影者の個性が現れていると認められ
る部分は全く存在しない。 
 従って、本件写真には創作性は認められず、
著作物であることが明らかであるとはいえな
い。 
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３ 争点  （２）公衆送信権・複製権侵害の成否（争点２）   

原告の主張 被告の主張 

ア 本質的特徴を感得できること 
  
 本件投稿をした者は、平成３０年３月２  
２日、本件写真を複製し、公衆送信した。 
 本件画像は、本件写真１及び２を結合した
写真であるところ、本件画像の左側の写真は、
白いマット上に素足で座っている女性の太も
もから爪先までの部分が写っており、内股に
して足を曲げた状態で足の爪には赤いマニ
キュアが塗られていることが覚知できる。 
 また、本件画像の右側の写真は床上に素足
で座っている女性の太ももから爪先までの部
分（及びショートパンツの一部）が写ってお
り、足先には白いスリッパを履いていること
が覚知できる。 
 ・・・本件画像には、本件写真１及び２の
表現の本質的特徴が利用されているといえる。 

 

ア 本質的特徴を感得できないこと 
 
 本件画像は、本件写真を他の写真と合わせ
て一つの小さい画像として掲載しているにす
ぎず、本件写真を利用していると思われる部
分の大きさはかなり小さく、画像も不鮮明と
なっている（甲３の２、訴状別紙対比表） 
 したがって、本件画像における本件写真と
思われる写真が表示されている部分からは、
本件写真の全体の構成がかろうじて認識でき
るにすぎず、一般的には創作性の根拠となり
得る本件写真の表現形式が全く再現されてい
ないため、一般人が通常の注意力をもって見
た場合に、本件画像が、本件写真の本質的特
徴を感得できるものであるとは到底いえない。 
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３ 争点  （２）公衆送信権・複製権侵害の成否（争点２）   

原告の主張 被告の主張 

イ 本件画像アップロードと本件投稿の関係 
 
（ア）「たぬピク」とは、Ｖ系初代たぬき掲 
示板、Ｖ系こたぬき掲示板等のＶ系専用の
アップローダーであり、本件掲示板等に画像
を投稿するにあたっては「たぬピク」を使用
する必要がある（甲１２、１３）。 
 本件掲示板に画像を投稿する場合は、
「up@vpic（省略）」宛てに画像を添付した
メールを送信すると、公開用ＵＲＬが送信し
たメールアドレス宛てに送信される（甲１
１）。 
 そして、当該公開用ＵＲＬを投稿すること
で、本件掲示板へ画像を投稿することができ
る。 
 原告は、本件写真を「たぬピク」に送信す
ることを一切許諾していないのであるから、
上記の行為は原告の公衆送信権を侵害する。 
 そして、「たぬピク」に本件画像がメール
送信された１分０５秒後に本件投稿がされて 

イ 本件画像アップロードと本件投稿の関係 
 
（ア）まず、原告も認めるとおり（甲１０）、
本件掲示板に画像を投稿するには、「たぬピ
ク」というシステムを使って画像をアップ
ロードする仕組みとなっているところ、本件
投稿においてはＵＲＬのみが記載され（甲３
の１）、本件投稿に記載されたＵＲＬ先の
ファイルのアップロードは、本件投稿に使用
されたＩＰアドレスとは異なるＩＰアドレス
を使用してなされたと考えられる（甲５）。 
 そして、本件投稿は、アップロードされた
本件画像ファイルのＵＲＬを転記したにすぎ
ず、当該画像ファイルそのものを投稿したも
のではないから、そもそも本件投稿によって
著作権侵害は成立し得ない。 
 すなわち、本件投稿をした者は、本件掲示
板に本件画像ＵＲＬを記載したまでであり、
文字データにすぎないＵＲＬが流通するのみ
で権利侵害が生じるとはいえない。 
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３ 争点  （２）公衆送信権・複製権侵害の成否（争点２）   

原告の主張 被告の主張 

いるところ、本件画像ＵＲＬは、「たぬピ
ク」に本件画像を送信したメールアドレス宛
てに送信されるのであるから、上記１分０５
秒の間に、本件画像アップロードをした者以
外の者が本件画像ＵＲＬを入手して、本件投
稿をすることは通常考えられず、本件画像
アップロードした者と本件投稿をした者は同
一人物であることは明らかである。 
（イ）たぬき掲示板では、「たぬピク」のＵ
ＲＬが投稿された場合、ＵＲＬを掲載するの
ではなく、当該画像自体が掲載される仕組み
になっており（甲１１）、本件投稿をスマー
トフォンで表示すると、甲３の２のように、
本件画像がそのまま表示される。 
 すなわち、本件掲示板では、リンク先のＵ
ＲＬが記載され、当該ＵＲＬをクリックする
とリンク先のウェブサイト（画像）が表示さ
れるハイパー・リンクではなく、インライン
リンクが設定されている。  
 したがって、このような「たぬピク」のシ 

 本件投稿をした者は、単に同人が確認した
ＵＲＬ先の画像ファイルの存在とその所在を
示すためにそのＵＲＬの記載をしたにすぎず、
ＵＲＬを投稿することによってＵＲＬ先の画
像ファイルの内容を公開しているわけではな
いと考えるのが経験則に合致する。 
 また、ＵＲＬ先を訪れるか否かの選択は、
個々のインターネットユーザーにより異なる
のであり、ＵＲＬをクリックすることによっ
てコンピュータウイルス等に感染するおそれ
があることも考慮すれば、個々のユーザーが
安易にこれをクリックするとは考えられない。 
 これらを踏まえると、本件投稿をした者は
本件投稿において単にリンクを設定しただけ
にすぎず、ユーザーが当該リンク部分をク
リックすることでＵＲＬ先サイトを開くこと
ができるからといって、当該リンク先の表現
内容を本件投稿の権利内容と認定することは
できない。よって、本件投稿は原告の権利を
侵害していない。 
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３ 争点  （２）公衆送信権・複製権侵害の成否（争点２）   

原告の主張 被告の主張 

ステムからも、本件投稿は本件画像のデータ
を投稿したものであり、本件投稿がＵＲＬを
記載したにすぎないとか、リンクを設定した
にすぎないので著作権侵害が成立しないとの
反論は成り立たず、本件投稿により、複製権
侵害、公衆送信権侵害が成立する。 
 なお、「たぬピク」はパソコン非対応なの
で、甲３の１で表示されている本件投稿には
ＵＲＬのみが記載されているようにみえるに
すぎないが、本件投稿に投稿されたＵＲＬを
クリックしても、パソコンでは「たぬピク」
の画像は閲覧できない。このことからも、本
件投稿がリンクを設定したものとはいえない。 
（ウ）仮に、本件アップロードをした者と本
件投稿をした者が同一人物でなかったとして
も、本件画像ＵＲＬを受信してから約１分後
に本件記事が投稿されていることから、両者
が全く無関係の者同士ということは考えられ
ず、本件投稿をした者は、少なくとも「たぬ
ピク」に本件画像を送信した者と共同して 

 なお、本件画像アップロード（甲５の４の
投稿）においては、「up@vpic（省略）」に
対して、本件画像を添付したメールが送信さ
れたにすぎず、事実上、いまだ本件画像の
データの所在（ＵＲＬ）は公衆に対して明ら
かにされていない。 
 そのため、本件画像アップロード、すなわ
ち、「up@vpic（省略）」に宛てて本件画像
を添付したメールを送信しただけでは、自動
的に、公衆によって直接受信されることを目
的とした送信を行える状況にあるとはいえず、
公衆送信権侵害に該当しない。 
（イ）本件画像アップロードと本件投稿では、
異なるＩＰアドレスが使用されていることは
明らかであるところ、原告の主張は、同一人
物が本件画像アップロードと本件投稿を行っ
たと考えられると主張するものであるが、そ
もそも異なるＩＰアドレスが利用されており、
本件画像アップロードと本件投稿の時間差が
約１分存在する以上、同一人物によってなさ 
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３ 争点  （２）公衆送信権・複製権侵害の成否（争点２）   

原告の主張 被告の主張 

（意思を通じて）、原告の公衆送信権を侵害
したことが明らかである。 
 したがって、仮に、本件投稿をした者に公
衆送信権が成立しないとしても、公衆送信権
侵害の幇助が成立する。 

れたと考えるのが合理的であるとはいえない。 
また、万が一、同一人物であることが推認さ
れたとしても、本件投稿により原告に対する
権利侵害が発生しているといえるかという点
との関連性は明らかでない。 
（ウ）本件画像アップロードは公衆送信権侵
害には当たらないから、本件投稿が公衆送信
権侵害の幇助に該当するとはいえない。 
 仮に、本件画像アップロードが公衆送信権
侵害であると考える場合であっても、本件投
稿が本件画像アップロードによる送信可能化、
自動公衆送信行為自体を容認したとはいい難
い。 
 特に、リンクは、コンテンツをシェアし拡
散するためのインターネットにおける必要不
可欠な技術であり、その社会的影響の大きさ
に鑑みれば、安易に拡大的な解釈がされるべ
きではない。 
 よって、本件投稿が公衆送信権侵害の幇助
であることは明らかではない。 
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３ 争点  （３）同一性保持権侵害の成否（争点３）   

原告の主張 被告の主張 

 本件画像は、本来別々の著作物である本件
写真１及び２を合成して一つの写真にしたも
のであり、その結果、本件写真１及び２にあ
るXの右太ももの内側に左の手のひらを添え
た部分が切れて表示されていない。よって、
本件投稿は、原告の同一性保持権を侵害（幇
助を含む。）する。 

争う。 
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４ 裁判所の判断  

 写真は、被写体の選択・組合せ・配置、構図・カメラアングルの設定、シャッ
ターチャンスの捕捉、被写体と光線との関係（順光、逆光、斜光等）、印影の付
け方、色彩の配合、部分の強調・省略、背景等の諸要素を総合してなる一つの表
現であり、底に撮影者の個性が何らかの形で表れていれば創作性が認められ、著
作物に当たるというべきである。 
 ・・・本件写真２は、・・・被写体の選択・組合せ、被写体と光線との関係、
印影の付け方、色彩の配合等の総合的な表現において、撮影者の個性が表れてい
るものといえる。 
 したがって、本件写真２は、創作的表現として、写真の著作物であると認めら
れる。 
 

事案に鑑み、本件投稿による本件写真２に係る公衆送信権侵害の成否について判
断する。 

１ 争点１（本件写真２の著作物性の有無） 
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４ 裁判所の判断  

 著作物の公衆送信権が成立するためには、これに接する者が既存の著作物の表
現上の本質的な特徴を直接感得することができることを要する。 
 これを本件についてみると、証拠（甲３の２、９）及び弁論の前趣旨によれば、
本件画像には、本件写真２の下側の一部がほんの僅かに切り落とされているほか
は、本件写真２がそのまま用いられていることが認められる。 
 そして、本件画像は、解像度が低く、本件写真と比較して全体的にぼやけたも
のとなっているものの、依然として、上記１で説示した、本件写真２の被写体の
選択・組合せ、被写体と光線との関係、陰影の付け方、色彩の配合等の総合的な
表現の同一性が維持されていると認められる。 
 したがって、本件画像は、これに接する者が、本件写真２の表現上の本質的な
特徴を直接感得することができるものであると認められる。 
 
 

２ 争点２（公衆送信権侵害の成否） 

（１）本質的特徴を感得できるかについて 
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４ 裁判所の判断  

 
ア  前記前提事実（３）、証拠（甲３、５、６、１１ないし１３）及び弁論の前

趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

「たぬピク」は、「up@vpic（省略）」宛てに画像を添付したメールを送信
すると、当該画像がインターネット上にアップロードされたＵＲＬが、送信
元のメールアドレス宛てに返信され、当該ＵＲＬを第三者に送るなどして、
当該画像を第三者と共有することができるサービスである。 
本件掲示板を含むたぬき掲示板（2ch2（省略））をスマートフォンで表示
する場合には、「たぬピク」により取得した、画像のＵＲＬが投稿されると、
当該ＵＲＬが表示されるのではなく、当該ＵＲＬにアップロードされている
画像自体が表示される仕組みとなっている。これにより、当該ＵＲＬをク
リックしなくても、たぬき掲示板上において、他の利用者と画像を共有する
ことが可能になっている。 
本件画像は、平成３０年３月２２日午後１１時５３分４１秒に、「up@vpic
（省略）」宛てにメール送信され、本件画像ＵＲＬ上にアップロードされた
（本件画像アップロード）。 
本件画像ＵＲＬは、同日午後１１時５４分４６秒に、被告の提供するイン
ターネット接続サービスを利用して、本件掲示板に投稿された（本件投稿）。 

（２）本件画像アップロードと本件投稿の関係について 

（ア） 
 
 
 
（イ） 
 
 
 
 
 
（ウ） 
 
 
（エ） 
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４ 裁判所の判断  

イ  以上の事実関係を前提に、本件投稿によって公衆送信権の侵害が成立するか
検討する。    

 まず、本件画像は、前記ア（ウ）のとおり、本件投稿に先立って、インター
ネット上にアップロードされているが、この段階では、本件画像ＵＲＬは
「up@vpic（省略）」にメールを送信した者しか知らない状態にあり、いまだ
公衆によって受信され得るものとはなっていないため、本件画像を「up@vpic
（省略）」宛てにメール送信してアップロードする行為（本件画像アップロー
ド）のみでは、公衆送信権の侵害にはならないというべきである。 
 もっとも、本件においては、前記ア（ウ）及び（エ）のとおり、メール送信
による本件画像のアップロード行為（本件画像アップロード）と、本件画像Ｕ
ＲＬを本件掲示板に投稿する行為（本件投稿）が１分０５秒のうちに行われて
いるところ、本件画像ＵＲＬは本件画像をメール送信によりアップロードした
者にしか返信されないという仕組み（前記ア（ア））を前提とすれば、１分０
５秒というごく短時間のうちに無関係の第三者が当該ＵＲＬを入手してこれを
本件掲示板に書き込むといったことは想定し難いから、本件画像アップロード
を行った者と本件投稿を行った者は同一人物であると認めるのが相当である。 
 そして、前記ア（イ）のとおり、本件画像ＵＲＬが本件掲示板に投稿される
ことにより、本件掲示板をスマートフォンで閲覧した者は、本件画像ＵＲＬ上
にアップロードされている本件画像を本件掲示板で見ることができるようにな
る。 
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４ 裁判所の判断  

 以上からすれば、本件投稿により、原告の本件写真２に係る著作権（公衆送信
権）が侵害されたことが明らかであると認められる。 
 また、原告がかかる著作権侵害の不法行為による損害賠償請求権を行使するた
めに、被告が保有する別紙発信者情報目録記載の情報が必要であると認められる。 
 
 よって、その余の点について判断するまでもなく、原告の請求は理由があるか
らこれを認容することとして、主文のとおり判決する。 

 そうすると、本件投稿自体は、ＵＲＬを書き込む行為にすぎないとしても、本
件投稿をした者は、本件画像をアップロードし、そのＵＲＬを本件掲示板に書き
込むことで、本件画像のデータが公衆によって受信され得る状態にしたものであ
るから、これを全体としてみれば、本件投稿により、原告の本件写真２に係る公
衆送信権が侵害されたものということができる。 
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５ 裁判例の紹介  

【１】東京地裁平成２６年１月１７日判決（どーじんぐ娘。事件） 

 原告に対する著作権侵害行為及び権利侵害性の明白性について 
 本件記事（「どーじんぐ娘。」と題するブログ中の記事）に対応するダウン
ロードサーバに本件漫画の電子ファイルをアップロードした者は、公衆の用に供
されている電気通信回線に接続している自動公衆送信装置（ダウンロードサー
バ）の公衆送信用記録媒体に本件漫画の情報を記録（アップロード）して、原告
が著作権を有する本件漫画を送信可能化して自動公衆送信し得るようにしていた
（パスワードが設定されていても、当該パスワードが公開されているので、不特
定の公衆からの求めに応じ自動公衆送信し得るようになっていたものといえる。
著作権法２条１項９号の５イ）のであるから、原告の公衆送信権（同法２３条１
項）を侵害していたことが明らかである。 
 本件記事を投稿した発信者は、本件記事やそれ以外の本件ブログの記載からし
て、ダウンロードサーバに本件漫画の電子ファイルをアップロードした者と同一
人であると認めるのが相当であり、仮にそうでないとしても、少なくともアップ
ロード者と共同して主体的に原告の公衆送信権を侵害したものであることが明ら
かである。 
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５ 裁判例の紹介  

注：上記の判示に至った前提事実は以下のとおりである。 
  
 平成２５年４月１５日及び１７日、本件タイムスタンプの時刻に、本件ＩＰア
ドレスを使用して、本件ブログに本件記事を投稿した者（発信者）が存在する。 
 本件記事１には、本件漫画１の表紙の画像の下に本件漫画１の表題が記載され、
その下に「ＤＬ」と書かれたリンクが貼られ、また「パスは『dou』です」との記
載がある。 
 本件漫画１の表紙の画像の下の「ＤＬ」と書かれたリンクをクリックすると、
ダウンロード用ウェブサイトに遷移し、同ウェブサイトに本件記事１に記載され
たパスワードを入力すると、本件漫画１の電子ファイルをダウンロードサーバか
らダウンロードすることができる。 
 
（注：本件漫画２についても同じ判示がなされた） 
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５ 裁判例の紹介  

【２】札幌地裁平成３０年４月２７日判決（ペンギンパレード事件） 

 原告の著作権及び著作者人格権の侵害の明白性の有無について 
 本件写真は、原告が、Ｆ動物園で開催された「ペンギンパレード」を（略）撮
影したものにデジタル加工を施した上でウェブサイト上で公表されたものである
と認められ、（略）写真の著作物（著作権法１０条１項８号）に該当するものと
認められる。 
 侵害サイトＡ１〈１〉、侵害サイトＡ１〈３〉及び侵害サイトＡ２〈１〉の画
像ファイルは、構図等の特徴が細部にわたって一致していることが認められるか
ら、本件写真の複製物であるといえるところ、発信者Ａ１及び発信者Ａ２は、こ
れらの画像ファイルを被告ＬＩＮＥが管理するサーバーに記録させることにより、
本件写真の複製物を不特定多数の者に送信可能な状態に置いているものと認めら
れる。 
 そして、（略）原告が本件写真を複製することや送信可能な状態に置くことに
ついて本件各発信者らに許諾を与えたものとは認めがたいから、発信者Ａ１及び
発信者Ａ２による行為は、原告の本件写真に係る著作権（複製権及び公衆送信
権）を侵害していることが明らかであるというべきである。 
 
 



34 

５ 裁判例の紹介  

 また、（略）侵害サイトＡ２〈１〉の画像ファイルは、本件写真の周辺を緑色
で縁取る加工をしたことによって、原告の本件署名による氏名の表示を看取する
ことが困難になっていることが認められるから、発信者Ａ２によるこれらの行為
は、原告の著作者人格権（氏名表示権及び同一性保持権）を侵害していることが
明らかであるというべきである。 
 さらに、侵害サイトＢ１〈１〉には侵害サイトＡ１にアップロードされた本件
写真の画像ファイルへのハイパーリンクが、侵害サイトＢ２〈４〉には侵害サイ
トＡ２にアップロードされた本件写真を加工した画像ファイルへのハイパーリン
クが、それぞれ設定されている（略）ところ、侵害サイトＡ１及び侵害サイトＡ
２の形式及び内容からすると、侵害サイトＡ１及び侵害サイトＡ２が画像ファイ
ルのみを公開する目的で開設されたものとは考えがたく、これらの侵害サイトに
蔵置された画像のＵＲＬは当該画像をアップロードした発信者Ａ１及び発信者Ａ
２しか知り得ないと推認されることからすると、発信者Ａ１と発信者Ｂ１、発信
者Ａ２と発信者Ｂ２は同一人であって、発信者Ｂ１及び発信者Ｂ２は、侵害サイ
トＢ１及びＢ２で本件写真を利用する目的のもとで、侵害サイトＡ１及び侵害サ
イトＡ２に本件写真をアップロードしたものと認められる。 



 そうとすれば、侵害サイトＡ１及び侵害サイトＡ２に本件写真に係る画像ファ
イル（ないしこれを加工した画像ファイル）をアップロードする行為と、侵害サ
イトＢ１及び侵害サイトＢ２に前記各画像ファイルへのハイパーリンクを設定し
た記事を投稿する行為は、同一の目的のために同一人が行った発信行為であって、
一体的な著作権侵害行為として捉えるべきである。 
 したがって、発信者Ｂ１及び発信者Ｂ２が前記各画像ファイルを含む投稿記事を
被告ＬＩＮＥが管理するサーバーに記録させることにより、本件写真の複製物を
不特定多数の者に送信可能な状態に置いた行為は、発信者Ａ１及び発信者Ａ２の
行為と同じく、本件写真に係る原告の著作権及び著作者人格権を侵害しているこ
とが明らかであるというべきである。 
 
（注：控訴審では控訴棄却され、上告審でも上告棄却・上告不受理決定がされて
確定した） 
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５ 裁判例の紹介  
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５ 裁判例の紹介  

【３】札幌地裁平成３０年６月１５日判決（ペンギンパレード事件：別件） 

 インラインリンク設定型の各侵害サイトには画像Ａ又は画像ＢのＵＲＬへのイ
ンラインリンクが設定されており、これによって、同サイトを閲覧した者の端末
上に画像Ａ又は画像Ｂが表示されるものである・・・インラインリンク設定行為
によって画像Ａ又は画像Ｂが上記各侵害サイト上に表示されているとしても、同
侵害サイトのＵＲＬに画像Ａ又は画像Ｂのデータが送信されたり、また、同ＵＲ
Ｌからユーザーの端末へ同データが送信されたりすることはないから、インライ
ンリンク設定行為は、それ自体として、画像Ａ又は画像Ｂのデータを送信し、又
はこれを送信可能化するものであるとはいえず、本件写真の公衆送信権を侵害す
るものであるとはいえない。 
 本件写真を改変した画像ファイル（画像Ａ又は画像Ｂ）をサーバーに入力し、
これを公衆送信し得る状態を作出したのは発信者Ｃ又は発信者Ｄであって、イン
ラインリンク設定行為を行った発信者らは、同行為によって既に公衆送信されて
いる画像Ａ又は画像Ｂを利用しているにすぎないことからすれば、上記送信の主
体は、発信者Ｃ又は発信者Ｄと見るべきであって、インラインリンク設定行為を
行った発信者を公衆送信権侵害の主体と見ることはできない。 
 
 



 ・・・発信者Ｃ又は発信者Ｄには、本件写真の複製権侵害及び公衆送信権侵害
が明らかに認められるというべきである。 
 そして、インラインリンク設定行為を行った発信者等は、インラインリンク設
定行為によって、閲覧者の何らの作為を要することなく、自身のブログ記事に画
像Ａ又は画像Ｂを表示させ、侵害サイトＡ又は侵害サイトＢを閲覧した者だけで
なく、インラインリンク設定型に係る各侵害サイトを閲覧した者も画像Ａ又は画
像Ｂを閲覧することができるような状態を作り上げ、不特定多数の者が画像Ａ又
は画像Ｂにアクセスしてこれを閲覧することを容易にしたものと評価することが
できる。そうとすれば、インラインリンク設定行為を行った発信者らは、少なく
とも発信者Ｃ又は発信者Ｄによる公衆送信権侵害を幇助しているといえ、発信者
Ｃ又は発信者Ｄとともに本件写真に関する原告の著作権を侵害していることは明
らかであるというべきである。 
  
（注：画像をサーバーにアップした者とリンクを張った者が別人と認定された事
案。本件判決の事案のようなアップローダのＵＲＬを掲示板に貼った事案につい
ても、同じようなことがいえるかについては問題か。） 
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５ 裁判例の紹介  

【４】東京地裁平成３０年１月３０日判決（建築ＣＡＤソフトウェア事件） 

 被告は、ヤフオクにおいて、商品名を「『ＤＲＡ－ＣＡＤ１１』建築設計・製
図ＣＡＤ」などと記載し、即決価格４９８０円で多数出品し、その際、「商品説
明」欄に「ＤＲＡ－ＣＡＤ１１」と、「注意事項」欄に「ダウンロード品同等」
「インストール完了までフルサポートさせて頂きます」などと、「発送詳細」欄
において「ダウンロード販売」であるなどとそれぞれ記載していた。 
 そして、被告は、ヤフオクにおいて本件商品（注：「ＤＲＡ－ＣＡＤ１１」建
築設計・製図ＣＡＤ）を入札して代金を被告に支払った顧客に対し、本件ソフト
ウェア（注：建築ＣＡＤソフトウェア「ＤＲＡ－ＣＡＤ１１」）及びＢのプログ
ラムのクラック版（いずれも原告の許諾がないもの）が蔵置されていたオンライ
ンストレージサイト「Ｃ」のＵＲＬをダウンロード先として教示し、かつ当該Ｂ
のプログラムのクラック版の起動方法及び本件ソフトウェアの起動・実行方法を
教示するマニュアル書面を提供していた。 
 その結果、当該顧客は、上記ダウンロード先から本件ソフトウェア（無許諾
品）及びセットアップＣＤの内容とクラックされたＢＶｅｒ．１１．０．１．３
を入手することができ、セットアップを行った後、クラック版のＢを上書きする
ことにより、本件ソフトウェアで要求されるアクティベーションを回避すること
ができた、というのである。 
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 上記事実によれば、〔１〕被告は，ヤフオクにおいて，あくまで「ＤＲＡ－Ｃ
ＡＤ１１」建築設計・製図ＣＡＤ自体をオークションの対象物と表示して出品し
ており，「商品説明」欄には「ＤＲＡ－ＣＡＤ１１」，「注意事項」欄には「ダ
ウンロード品同等」「インストール完了までフルサポートさせて頂きます」，
「発送詳細」欄には「ダウンロード販売」と記載されていたこと，〔２〕かかる
表示を見てオークションに入札した顧客も，当然，本件ソフトウェアを安価に入
手する意図で入札を行ったと推認できること，〔３〕被告は、顧客に対し、本件
ソフトウェア及びそのアクティベーション機能を担うプログラムのクラック版
（いずれも原告の無許諾）のダウンロード先をあえて教示し、かつこれらの起
動・実行方法を教示するマニュアル書面を提供し、その結果、顧客が、本件ソフ
トウェア（無許諾品）を入手した上、本件ソフトウェアで要求されるアクティ
ベーションを回避してこれを実行することができるという結果をもたらしており、
被告の上記行為は、かかる結果を発生させるのに不可欠なものであったこと、
〔４〕被告は，営利目的でかかる行為を行い，後記３認定のとおり多額の利益を
得ていること，以上の事実が認められる。 
  



 これらの事情を総合すれば、・・・被告は、本件ソフトウェアの一部に原告の
許諾なく改変（アクティベーション機能の回避）を加え（本件ソフトウェアの表
現上の本質的な特徴の同一性を維持しつつ、具体的表現に修正、変更等を加えて
新たな創作的表現を付加し）、同改変後のものをダウンロード販売したものと評
価できるから、被告は、原告の著作権（翻案権及び公衆送信権）並びに著作者人
格権（同一性保持権）を侵害したものと評価すべきであ（る）。 
 ・・・他方で、原告は、被告が本件ソフトウェアをオンラインストレージサイ
ト「Ｃ」において記録蔵置（複製）している旨主張するが、本件ソフトウェアを
「Ｃ」という名前のサーバに保存したのが被告であることを認めるに足りる証拠
はないから、原告の上記主張は採用できない。 
  
（注：【３】と同様、本件ソフトウェアをストレージサイトに蔵置した者とリン
クを張った者とが同一人ではないと認定された事案。令和２年６月改正著作権法
における「リーチサイト」に近い事案か。単なるリンクを張る行為についてまで
同列に論じることはできないか。） 

40 

５ 裁判例の紹介  



41 

５ 裁判例の紹介  

【５】知財高裁平成３０年４月２５日判決（リツイート事件） 

 本件リツイート行為による著作権等の侵害の明白性について 
 本件リツイート行為により本件アカウント３～５のタイムラインのＵＲＬにリ
ンク先である流通情報２（２）のＵＲＬへのインラインリンクが設定されて、同
ＵＲＬに係るサーバーから直接ユーザーのパソコン等の端末に画像ファイルの
データが送信され、ユーザーのパソコン等に本件写真の画像が表示されるもので
ある。 
 もっとも、（略）本件リツイート行為の結果として、（略）リンク先の画像と
は縦横の大きさが異なった画像や一部がトリミングされた画像が表示されること
があること、本件アカウント３～５のタイムラインにおいて表示されている画像
は、流通情報２（２）の画像とは異なるものであること（縦横の大きさが異なる
し、トリミングされており、控訴人の氏名も表示されていない）が認められる。
（略） 
 控訴人が著作権を有しているのは、本件写真であるところ、本件写真のデータ
は、リンク先である流通情報２（２）に係るサーバーにしかないから、送信され
ている著作物のデータは、流通情報２（２）のデータのみである。（略） 
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５ 裁判例の紹介  

 流通情報２（２）の画像データのみを「侵害情報」と捉えた場合の公衆送信権
侵害の主張について検討する。（略） 
 自動公衆送信の主体は、当該装置が受信者からの求めに応じ、情報を自動的に
送信できる状態を作り出す行為を行うものと解されるところ（略）、本件写真の
データは、流通情報２（２）のデータのみが送信されていることからすると、そ
の自動公衆送信の主体は、流通情報２（２）のＵＲＬの開設者であって、本件リ
ツイート者らではないというべきである。著作権侵害行為の主体が誰であるかは、
行為の対象、方法、行為への関与の内容、程度等の諸般の事情を総合的に考慮し
て、規範的に解釈すべきであり、カラオケ法理と呼ばれるものも、その適用の一
場面であると解される（略）が、本件において、本件リツイート者らを自動公衆
送信の主体というべき事情は認め難い。（略） 
 
（注：複製権侵害、公衆伝達権侵害についても否定した） 
 
 本件アカウント３～５のタイムラインにおいて表示されている画像は、流通情
報２（２）の画像とは異なるものである。この表示されている画像は、表示する
に際して、本件リツイート行為の結果として送信されたＨＴＭＬプログラムやＣ
ＳＳプログラム等により、位置や大きさなどが指定されたために、上記のとおり
画像が異なっているものであり、流通情報２（２）の画像データ自体に改変が加
えられているものではない。 



 しかし、表示される画像は、（略）著作権法２条１項１号にいう著作物という
ことができるところ、上記のとおり、表示するに際して、ＨＴＭＬプログラムや
ＣＳＳプログラム等により、位置や大きさなどが指定されたために、本件アカウ
ント３～５のタイムラインにおいて表示されている画像は流通目録３～５のよう
な画像となったものと認められるから、本件リツイート者らによって改変された
もので、同一性保持権が侵害されているということができる。（略） 
 本件アカウント３～５のタイムラインにおいて表示されている画像には、控訴
人の氏名は表示されていない。（略）表示するに際してＨＴＭＬプログラムやＣ
ＳＳプログラム等により、位置や大きさなどが指定されたために、本件アカウン
ト３～５のタイムラインにおいて表示されている画像は流通目録３～５のような
画像となり、控訴人の氏名が表示されなくなったものと認められるから、控訴人
は、本件リツイート者らによって、本件リツイート行為により、著作物の公衆へ
の提供又は提示に際し、著作者名を表示する権利を侵害されたということができ
る。 
   
（注：名誉声望保持権の侵害は否定した） 
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※なお、上記【５】リツイート事件の上告審（最高裁令和２年７月２１日判決）
では、氏名表示権侵害について判示している。（戸倉三郎裁判官の補足意見、林
景一裁判官の反対意見がある） 
 
（判旨） 
 著作権法１９条１項（注：氏名表示権に関する条項）は、文言上その適用を、同法２１条
から２７条までに規定する権利に係る著作物の利用により著作物の公衆への提供又は提示を
する場合に限定していない。 
 また、同法１９条１項は、著作者と著作物との結び付きに係る人格的利益を保護するもの
であると解されるが、その趣旨は、上記権利の侵害となる著作物の利用を伴うか否かにかか
わらず妥当する。 
 そうすると、同項の「著作物の公衆への提供若しくは提示」は、上記権利に係る著作物の
利用によることを要しないと解するのが相当である。 
 したがって、本件各リツイート者が、本件各リツイートによって、上記権利の侵害となる
著作物の利用をしていなくても、本件各ウェブページを閲覧するユーザーの端末の画面上に
著作物である本件各表示画像を表示したことは、著作権法１９条１項の「著作物の公衆へ
の・・・提示」に当たるということができる。（略） 
 以上によれば、本件各リツイート者は、本件各リツイートにより、本件氏名表示権を侵害
したものというべきである。 



 リーチサイトとは？※ 

• 自身のウェブサイトにはコンテンツを掲載せず、他のウェブサイト
に蔵置された著作権侵害コンテンツへのリンク情報等を提供して利
用者を侵害コンテンツへ誘導するためのウェブサイトをいい、侵害
コンテンツを放送曜日やジャンルごとに分類して表示することなど
により侵害コンテンツに到達しやすいように工夫されている。 

• 昨今、運営管理者の特定が困難で、侵害コンテンツの削除要請すら
できないマンガを中心とする巨大海賊版サイトが出現し、著作権者
等の権利が大きく損なわれる事態となっている。「漫画村」では約
3,000億円分の出版物がタダ読みされて漫画家・出版社の収入・売
上が20％減少しており、日本最大級のリーチサイト「はるか夢の
址」では摘発までの1年間で被害額は約731億円であった。 

• これらのサイトが閉鎖されても依然として500以上の海賊版サイト
が存在し、アクセス数上位10サイトだけで月間のべ6,500万人が利
用している。 
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※ 文化庁 文化審議会著作権分科会報告書（2019年2月）、文化庁 著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特
例に関する法律の一部を改正する法律（説明資料） 

６ 令和２年６月の著作権法改正－  
リーチサイト対策・ 
ダウンロード違法化 
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https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r02_hokaisei/pdf/92359601_03.pdf 

【参考】海賊版サイトの実例 

文化庁 著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律の一部を改正する法律（説明資料） 

６ 令和２年６月の著作権法改正－  
リーチサイト対策・ 
ダウンロード違法化 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r02_hokaisei/pdf/92359601_03.pdf


 改正の背景（現行法における対応の限界）※１ 

• 著作権侵害コンテンツに係るリンク情報を提供する行為は、当該著作物の自動公衆
送信又は送信可能化に該当せず、公衆送信権侵害の幇助への該当性を否定した裁判
例※２がある。法制・基本問題小委員会ではリンク情報の提供行為は幇助に該当しう
るという意見があった。 

• 当該行為が公衆送信権侵害に該当しないと解した場合、これを理由に差止請求をす
ることはできない。また、公衆送信権侵害の幇助に該当するとした場合に差止請求
が認められるかどうかについては、否定的な意見が多い。 

• 刑事罰については、一定の悪質な行為については現行法上著作権侵害の幇助として
刑事罰の対象になりうるとの意見が多いが、仮に幇助に当たる場合でも、実務上、
正犯の立件ができない場合は立件が困難な場合が多い。 

• リンク情報等の提供を通じて侵害コンテンツへの到達を容易にすることにより侵害
コンテンツの拡散を助長するような悪質な行為について著作権侵害とは別に独立し
て権利行使を認めることとする今般の制度整備の趣旨から、差止請求権の付与及び
刑事罰の導入がなされることとなった。 
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※１ 文化庁 文化審議会著作権分科会報告書（2019年2月） 
※２ ロケットニュース24事件（大阪地判平成25年6月20日）、リツイート事件（知財高判平成30年4月25日）。ただし
リンク情報提供行為について公衆送信権侵害の幇助が成立する余地を残している。 

６ 令和２年６月の著作権法改正－  
リーチサイト対策・ 
ダウンロード違法化 

 改正事項のうち、リーチサイト対策については令和2年10月1日から、侵害コ
ンテンツのダウンロード違法化については令和3年1月1日から施行されること
となっている。 
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文化庁 著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律の一部を改正する法律（説明資料） 
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r02_hokaisei/pdf/92359601_02.pdf 

６ 令和２年６月の著作権法改正－  
リーチサイト対策・ 
ダウンロード違法化 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/r02_hokaisei/pdf/92359601_02.pdf
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６ 令和２年６月の著作権法改正－  
リーチサイト対策・ 
ダウンロード違法化 
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【著作権法 リーチサイト規制の新設条文】 
 
侵害コンテンツへのリンク提供のみなし侵害化 
 
第113条第2項 
 送信元識別符号又は送信元識別符号以外の符号その他の情報であってその提供が送信元識別符号の提供と同一若しく
は類似の効果を有するもの（以下・・・「送信元識別符号等」という。）の提供により侵害著作物等（著作権・・・、
出版権又は著作隣接権を侵害して送信可能化が行われた著作物等をいい、国外で行われる送信可能化であって国内で行
われたとしたならばこれらの権利の侵害となるべきものが行われた著作物等を含む。以下この項および次項において同
じ。）の他人による利用を容易にする行為（同項において「侵害著作物等利用容易化」という。）であって、第１号に
掲げるウェブサイト等（同項・・・において「侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等」という。）において又は第２
号に掲げるプログラム（次項・・・において「侵害著作物等利用容易化プログラム」という。）を用いて行うものは、
当該行為に係る著作物等が侵害著作物等であることを知っていた場合又は知ることができたと認めるに足りる相当の理
由がある場合には、当該侵害著作物等に係る著作権、出版権又は著作隣接権を侵害する行為とみなす。 
1 次に掲げるウェブサイト等  

イ  当該ウェブサイト等において、侵害著作物等に係る送信元識別符号等（以下この条・・・において「侵害送信
元識別符号等」という。）の利用を促す文言が表示されていること、侵害送信元識別符号等が強調されているこ
とその他の当該ウェブサイト等における侵害送信元識別符号等の提供の態様に照らし、公衆を侵害著作物等に殊
更に誘導するものであると認められるウェブサイト等 

ロ  イに掲げるもののほか、当該ウェブサイト等において提供されている侵害送信元識別符号等の数、当該数が当
該ウェブサイト等において提供されている送信元識別符号等の総数に占める割合、当該侵害送信元識別符号等の
利用に資する分類又は整理の状況その他の当該ウェブサイト等における侵害送信元識別符号等の提供の状況に照
らし、主として公衆による侵害著作物等の利用のために用いられるものであると認められるウェブサイト等 

（以下、「侵害著作物当利用容易化プログラム」に関する2号イ及びロは省略） 

６ 令和２年６月の著作権法改正－  
リーチサイト対策・ 
ダウンロード違法化 
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リーチサイト運営者・リーチアプリ提供者がリンク提供を放置する行為のみなし侵害化 
 
第113条第3項 
 侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等の公衆への提示を行っている者（括弧内は省略）又は侵害著作物等利用容易
化プログラムの公衆への提供等を行っている者（括弧内は省略）が、当該侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等にお
いて又は侵害著作物等利用容易化プログラムを用いて他人による侵害著作物等利用容易化に係る送信元識別符号等の提
供が行われている場合であって、かつ、当該送信元識別符号等に係る著作物等が侵害著作物等であることを知っている
場合又は知ることができたと認めるに足りる相当の理由がある場合において、当該侵害著作物等利用容易化を防止する
措置を講ずることが技術的に可能であるにもかかわらず当該措置を講じない行為は、当該侵害著作物等に係る著作権、
出版権又は著作隣接権を侵害する行為とみなす。 
 

ウェブサイト等の一般的な定義 
 
第113条第4項 
 前2項に規定するウェブサイト等は、送信元識別符号のうちインターネットにおいて個々の電子計算機を識別するため
に用いられる部分が共通するウェブページ（インターネットを利用した情報の閲覧の用に供される電磁的記録で文部科
学省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）の集合物（当該集合物の一部を構成する複数のウェブページ
であって、ウェブページ相互の関係その他の事情に照らし公衆への提示が一体的に行われていると認められるものとし
て政令で定める要件に該当するものを含む。）をいう。 

６ 令和２年６月の著作権法改正－  
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７ ディスカッションポイント  

1. 本件判決は、投稿者が、①本件画像をアップロードし、かつ、②そのＵＲＬを
本件掲示板に書き込んだことを指摘して、これを全体としてみれば、本件投稿
（上記②の行為）により、原告の本件写真に係る公衆送信権が侵害されたと判
示していますが、この結論についてどう思いますか。理由とともにお答えくだ
さい。 

2. 上記①の、投稿者が本件画像をアップロードした行為について、それ単独で、
本件写真に係る公衆送信権が侵害されたという考え方は可能でしょうか。上記
①の行為は、著作権法第２条第１項の７の２所定の「公衆送信」に該当すると
考えられるでしょうか。 

3. 上記①の行為があったことを前提に、上記②の投稿者が本件画像のＵＲＬを本
件掲示板に書き込んだ行為によって、本件写真に係る公衆送信権が侵害された
という考え方は可能でしょうか。上記②の行為は、著作権法第２条第１項９号
の５所定の「送信可能化」のうち、どの行為に該当すると考えられるでしょう
か。（注：「送信可能化」には、記録型、付加型、変換型、入力型、接続型の
５つのタイプが規定されていると考えられています。） 
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７ ディスカッションポイント  

4. いったん上記②の行為が行われたあとで、更にその他の掲示板やＳＮＳに本件
画像のＵＲＬを再度書き込む行為（③）について、本件写真に係る公衆送信権
が侵害されたという考え方は可能でしょうか。上記③の行為は、著作権法第２
条第１項９号の５所定の「送信可能化」のうち、どの行為に該当すると考えら
れるでしょうか。 

5. 上記①の本件画像のアップロード行為と、上記②の本件画像のＵＲＬの掲示板
への書き込み行為が、別人によってそれぞれ行われたら、結論はどうなるで
しょうか。その両名の意思連絡がある場合（ＵＲＬを教えた場合）と、意思連
絡がない場合（たまたまＵＲＬを知った人が勝手に掲示板にＵＲＬを書き込ん
だような場合）とで、結論がかわってくるでしょうか。 

6. 本件では、アップローダである「たぬピク」の管理人と、掲示板である「Ｖ系
初代たぬきの掲示板」の管理人が同一人である事案でしたが、この管理人が、
本件写真の公衆送信権の侵害主体としての責任を負うという考え方は可能で
しょうか。誰かから本件写真が著作権侵害物であるとの通知を受けている場合
と、そうした通知を受けていない場合とで、結論がかわるでしょうか。 
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７ ディスカッションポイント  

7. 上記６について、もし、「たぬピク」の管理人と、「Ｖ系初代たぬきの掲示
板」の管理人が別人である場合に、それぞれの管理人が、本件写真の公衆送信
権の侵害主体としての責任を負うという考え方は可能でしょうか。上記の管理
人の両名、または、いずれか一方の管理人が、誰かから本件写真が著作権侵害
物であるとの通知を受けている場合と、そうした通知を受けていない場合とで、
結論がかわってくるでしょうか。 

8. リツイート事件の最高裁の判断を踏まえると、本件のような事案において、公
衆送信侵害のみならず、著作者人格権侵害（同一性保持権侵害、氏名表示権侵
害など）に力点を置いた主張が増えてくるのでしょうか。 

9. 今回の著作権法改正により、侵害コンテンツがアップされたＵＲＬにリンクを
張る行為のうち一定のものがみなし侵害にあたるとされました。このことで、
今後、この「みなし侵害」に至らないようなリンクを張る行為（幇助的行為）
に関する事案において、原告が「被告がリンクを張った行為は原告著作物の公
衆送信権侵害行為もしくは当該侵害行為の幇助行為にあたる」と主張すること
に何かしらの影響が生じることは考えられるでしょうか。 
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■ 議論内容（報告後追記） 
  

 ディスカッションポイント１における本裁判所が判断した結論については、ゼ
ミ生全員が賛成の意見であった。ディスカッションポイント２では、①のアッ
プロード行為ですでに公衆送信権侵害が成立したとみることができるのではな
いかという意見もあった。 

 たぬピクのIPアドレスと本件投稿のIPアドレスが異なるため、1分の時間差で同
一人物と認定できないのではないかという疑問に対しては、たぬピクのIPアド
レスはメールのもの（KDDI）で、ソフトバンクのWIFIを利用してたぬピクに
アップロードしてもKDDIのIPアドレスが出てくる仕組みのため、IPアドレスが
異なる点については実際はあまり争点にならなかったとのコメントがあった。 

 ディスカッションポイント９では、今回の著作権法改正によって、侵害コンテ
ンツがアップされたURLにリンクを張る行為のうち一定のものがみなし侵害に
あたるとされることで、今後被告から、これに至らないリンクを張る行為につ
いては幇助が成立しないと主張される可能性もあるとの指摘があった。また、
現在はリンクを張る行為のうち一定のものに限定されているが、今後著作権法
上違法となる対象をリンク全般に広げていくのではないかという見解も出され
た。 
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■ 発表者所感（報告後追記） 
  

 本判決は、全体としてみて公衆送信権侵害が成立するという少し大雑把な理由
ではあったが、他の関連裁判例を見ても、裁判所としては権利侵害をできるだ
け認める方向で理由付けを何とか編み出すために四苦八苦しているように感じ
た。リンクの貼付け行為について違法となる範囲の変化（法律の改正）や、今
後の裁判例について引き続き注視していきたい。 

 本判決は、リンクを張る行為が公衆送信権侵害に該当するか否かが争われた事
案であったが、アップローダに画像をアップロードした者と、掲示板に画像の
URLを記載した者とが同一人であると認定された事案であることに注意する必
要があると思った。今後はこうした類型の紛争が増えてくるかもしれないので、
発信者情報開示請求、及び、著作権法所定の送信可能化の５類型についての理
解を深めていく必要があると思った。 

 

 

 


